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(百万円未満切捨て)
１．平成27年９月期第３四半期の業績（平成26年10月１日～平成27年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年９月期第３四半期 1,694 △2.0 738 △9.8 752 △8.2 475 △5.3

26年９月期第３四半期 1,729 6.0 819 2.1 819 1.8 502 △3.6
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年９月期第３四半期 158.56 157.26

26年９月期第３四半期 162.01 160.53
　

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年９月期第３四半期 3,785 3,264 86.0

26年９月期 3,589 3,116 86.5
(参考) 自己資本 27年９月期第３四半期 3,256百万円 26年９月期 3,104百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年９月期 ― 45.00 ― 47.00 92.00

27年９月期 ― 46.00 ―

27年９月期(予想) 46.00 92.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　

　

　

３．平成27年９月期の業績予想（平成26年10月１日～平成27年９月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,181 5.1 895 0.7 895 0.1 575 3.5 191.44
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

１株当たり当期純利益につきましては、平成27年９月期第３四半期までにストック・オプションとしての新株予約権の
権利行使により発行した株式数と、平成27年５月13日に消却した自己株式数を勘案し算定した平成27年９月期の期中平
均株式数（3,004,623株）を基に修正しております。



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年９月期３Ｑ 3,018,679株 26年９月期 3,101,800株

② 期末自己株式数 27年９月期３Ｑ ―株 26年９月期 81,921株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年９月期３Ｑ 2,999,886株 26年９月期３Ｑ 3,101,779株
　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
当四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、当四半期決算短信の開示時点に
おいて、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
1. 当四半期決算短信に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する主旨のものではありません。実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって
の注意事項につきましては、添付資料４ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予
測情報に関する説明」をご覧ください。
2．当社のサービスは、新規学卒者の採用選考に利用される頻度が高いため、売上に季節変動が生じます。平成26年９
月期までは、新規学卒者の採用選考が実施される第２四半期会計期間に売上が集中する傾向にありましたが、平成27
年９月期は、新規学卒者の採用選考時期が第３四半期以降となることにより、売上の集中時期が変わっております。
内容につきましては、添付資料３ページ「＜参考２:四半期会計期間別の売上高＞」をご参照ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）の売上高は1,694百万円（前年同期比2.0％減）

となり、前年同期比35百万円の減収となりました。サービス形態別には、プロダクト売上高903百万円（前年同期比1.2

％減）、コンサルティング売上高750百万円（前年同期比4.1％減）、トレーニング売上高39百万円（前年同期比23.8％増）

であります。

当事業年度（平成27年９月期）より、新規学卒者に対する採用選考活動に関する新たな業界団体等の自主規制（※）

が実施され、多くの企業が採用広報や採用選考に関するスケジュールを例年と比べ延期した影響から、当社のサービス

提供の集中期も当事業年度の後半に延期されたことにより、当第２四半期累計期間（平成26年10月１日から平成27年３

月31日まで）は前年同期比で大幅な減収でありました。しかし、当第３四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）におきましては、各企業が新規学卒者の採用選考活動を積極的に展開し始めたことにより、当社の販

売も順調に回復してきております。

当第３四半期累計期間の営業利益は738百万円（前年同期比9.8％減）となりました。減収に加えて、売上原価が260百

万円（前年同期比9.2％増）となり前年同期比で22百万円増加し、販売費及び一般管理費も694百万円（前年同期比3.4％

増）となり前年同期比で23百万円増加したことにより、営業利益は前年同期比で80百万円の減益となりました。売上原

価の増加につきましては、いち早く販売が回復した会場テスト提供にかかる外注費の増加が主な要因であり、販売費及

び一般管理費の増加につきましては、営業事務所増床による支払家賃等及び営業部門を中心とした人員拡充等による人

件費や販売促進費用の増加が主な要因であります。

当第３四半期累計期間の経常利益は752百万円（前年同期比8.2％減）となりました。ベンチャー企業向け投資事業有

限責任組合への出資金に対する運用益の計上等により、営業外収益は前年同期比で13百万円増加しましたが、営業外費

用の増加及び営業利益が減益となったことから、経常利益は前年同期比67百万円の減益となりました。

当第３四半期累計期間の税引前四半期純利益は752百万円（前年同期比8.3％減）となりました。経常利益の減益に加

えて、特別利益が前年同期比で１百万円減少したことから、税引前四半期純利益は前年同期比で68百万円の減益となり

ました。

当第３四半期累計期間の四半期純利益は475百万円（前年同期比5.3％減）となりました。法人税率の変更により見積

実効税率を36.8％（前年同期は38.7％）としたため、法人税等が276百万円となりましたが、税引前四半期純利益の減益

を要因として、四半期純利益は前年同期比26百万円の減益となりました。

（※）業界団体等による自主規制で、学生の学事日程に配慮し、一定時期まで新規学卒者の採用広報や採用選考を開

始しないように申し合わせたものであります。平成28年度以降入社の新規学卒者に対する採用選考活動に関し

て、経団連の「採用選考に関する指針」では、広報活動は卒業・修了年度に入る直前の３月１日（従前は卒

業・終了学年前年の12月１日）以降、選考活動は卒業・修了年度の８月１日（従前は卒業・終了学年の４月１

日）以降とするように定められております。

　（新規学卒者の例）

卒業年次 大学３年生 大学４年生

平成27年大学卒業予定者
12月１日 ４月１日

⇒広報活動 ⇒選考活動

平成28年大学卒業予定者
３月１日 ８月１日

⇒広報活動 ⇒選考活動

　＜参考１：サービス形態別の売上高内訳＞

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

対前年同期
増減率

(自 平成25年10月１日 (自 平成26年10月１日

至 平成26年６月30日) 至 平成27年６月30日)

金額 構成比 金額 構成比

プロダクト

百万円 ％ 百万円 ％ ％

914 52.9 903 53.3 △1.2

コンサルティング 782 45.2 750 44.3 △4.1

トレーニング 32 1.9 39 2.4 23.8

合計 1,729 100.0 1,694 100.0 △2.0



日本エス・エイチ・エル株式会社(4327) 平成27年９月期 第３四半期決算短信

－ 3 －

　＜参考２：四半期会計期間別の売上高＞

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期
　 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成25年９月期 282 893 455 336 1,967

平成26年９月期 313 966 449 346 2,076

平成27年９月期 260 578 855 ― ―

（注）当社のサービスは、新規学卒者の採用選考に利用される頻度が高いため、売上に季節変
動が生じます。平成26年９月期までは、新規学卒者の採用選考が実施される第２四半期
会計期間に売上が集中する傾向にありましたが、平成27年９月期は、新規学卒者の採用
選考時期が第３四半期以降となることにより、売上の集中時期が変わっております。

（注) 上記において使用しているプロダクト、コンサルティング、トレーニングという区分は、提供するサービスの

形態別区分であります。当社は、プロダクトを使用して人材アセスメントサービスを提供するという単一事業

を営むため、プロダクト生産時には、プロダクトがどのサービス形態で提供されるかは未定であり、サービス

の形態別営業費用を区分して表示することは困難でありますので、売上高のみを記載しております。

（２）財政状態に関する説明

①財政状態の変動状況

当第３四半期会計期間末における財政状態について前事業年度末と比較いたしますと、資産合計は195百万円増加し

3,785百万円となりました。

流動資産は前事業年度末と比較し203百万円減少しました。主な要因は、売掛金が339百万円増加する一方、現金及

び預金が128百万円、預け金が97百万円、未収入金が312百万円それぞれ減少したことによるものです。売掛金の増加

は、当第３四半期会計期間の売上高が、前第４四半期会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）の売

上高と比較し増加したことによるものであり、また、現金及び預金の減少は、納税や配当等の支払及び投資有価証券

の取得等が主な要因であり、預け金の減少は自己株式の取得であり、未収入金の減少は投資有価証券の売却代金回収

によるものであります。

固定資産は前事業年度末と比較し399百万円増加しました。主な要因は、投資有価証券が395百万円増加したことに

よるものであります。

流動負債は前事業年度末と比較し30百万円増加し、固定負債は17百万円増加しましたので、負債合計は47百万円増

加し520百万円となりました。

純資産合計は前事業年度末と比較し147百万円増加し3,264百万円となりました。主な要因は、四半期純利益を475百

万円計上する一方、剰余金の配当280百万円と自己株式の消却289百万円により利益剰余金は94百万円減少しましたが、

ストック・オプションの行使による新株の発行により資本金及び資本剰余金がそれぞれ31百万円増加し、また、資本

の控除項目たる自己株式（前事業年度末192百万円）が消却により減少し、純資産の増加要因となったものでありま

す。

②キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,742百万円（前事業年度末比11.5

％減少）となり、前事業年度末比225百万円減少しました。当第３四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により増加した資金は202百万円（前年同期比286百万円減少）となりました。その主な内訳として、収

入要因は税引前四半期純利益752百万円、仕入債務の増加額52百万円、支出要因は売上債権の増加額339百万円、法

人税等の支払額333百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は108百万円（前年同期比242百万円減少）となりました。その主な内訳として、収

入要因は定期預金の払戻による収入150百万円、投資有価証券の売却による収入312百万円であり、支出要因は定期

預金の預入による支出150百万円、投資有価証券の取得による支出400百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は319百万円（前年同期比17百万円増加）となりました。その内訳として、収入要因

はストック・オプションの行使による収入58百万円であり、支出要因は自己株式の取得による支出97百万円、配当
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金の支払額280百万円であります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

新規学卒者の採用選考市場等は、２ページ「（１）経営成績に関する説明」に記載のとおり、採用選考活動に関する

新たな業界団体等の自主規制の影響を強く受けつつ推移しております。

当社では、各種経済政策等により景気は緩やかな回復基調にあることや、人手不足感の高まりから、雇用環境は底

堅く推移するものと考えております。各企業におきましても、平成28年大学等卒業予定者に対し積極的な採用選考活

動を展開し始めており、当社における当第４四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）の受注

の見込額も順調に積み上がっております。

当事業年度におきましては、当社の売上の集中時期が前事業年度までと異なる背景があることを踏まえ、現状の受

注見込み状況、その他の経営管理資料等を分析し、業績予想を検討した結果、平成26年10月27日発表の平成27年９月

期の業績予想に変更はありません。

（注) １株当たり当期純利益につきましては、平成27年９月期第３四半期までにストック・オプションとしての新

株予約権の権利行使により発行した株式数と、平成27年５月13日に消却した自己株式数を勘案し算定した平

成27年９月期の期中平均株式数（3,004,623株）を基に修正しております。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算する方法としております。

（追加情報）

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）及び「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の引下

げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に利用する法定実効税率は、平成27年10月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の35.64％から33.06％に、平成28年10月１日以降に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については35.64％から32.26％となります。

なお、当該変更による当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

該当事項はありません。
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３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,270,807 2,142,064

売掛金 271,294 610,981

商品及び製品 23,159 28,756

仕掛品 855 1,042

原材料及び貯蔵品 819 996

預け金 97,141 -

有価証券 15,314 -

未収入金 312,870 -

その他 41,947 46,919

流動資産合計 3,034,209 2,830,761

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 22,801 19,865

工具、器具及び備品（純額） 22,283 42,821

有形固定資産合計 45,084 62,687

無形固定資産

製品マスター 31,439 40,591

製品マスター仮勘定 25,558 2,336

その他 7,414 7,335

無形固定資産合計 64,413 50,263

投資その他の資産

投資有価証券 299,130 694,687

その他 146,965 147,003

投資その他の資産合計 446,096 841,691

固定資産合計 555,593 954,642

資産合計 3,589,803 3,785,404

負債の部

流動負債

買掛金 7,614 59,686

未払金 2,790 3,244

未払費用 69,358 62,235

未払法人税等 184,442 125,651

その他 46,249 90,174

流動負債合計 310,455 340,992

固定負債

退職給付引当金 95,759 104,425

役員退職慰労引当金 46,810 55,400

その他 20,105 20,145

固定負債合計 162,674 179,971

負債合計 473,130 520,964
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 581,067 612,844

資本剰余金 320,530 352,307

利益剰余金 2,387,650 2,292,721

自己株式 △192,900 -

株主資本合計 3,096,347 3,257,873

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,751 △1,667

評価・換算差額等合計 7,751 △1,667

新株予約権 12,573 8,233

純資産合計 3,116,672 3,264,440

負債純資産合計 3,589,803 3,785,404
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 1,729,673 1,694,352

売上原価 238,805 260,888

売上総利益 1,490,867 1,433,464

販売費及び一般管理費 671,646 694,744

営業利益 819,221 738,720

営業外収益

受取利息 440 504

受取配当金 - 1,748

投資事業組合運用益 - 12,042

その他 214 334

営業外収益合計 654 14,629

営業外費用

自己株式取得費用 - 485

為替差損 120 216

支払手数料 294 367

投資事業組合運用損 230 -

その他 52 184

営業外費用合計 697 1,253

経常利益 819,178 752,096

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,122 -

新株予約権戻入益 - 56

特別利益合計 1,122 56

税引前四半期純利益 820,301 752,152

法人税等 317,784 276,491

四半期純利益 502,516 475,661
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 820,301 752,152

減価償却費 30,934 35,201

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,038 -

受取利息及び受取配当金 △440 △2,252

株式報酬費用 4,771 1,093

自己株式取得費用 - 485

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,457 8,666

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,836 8,589

売上債権の増減額（△は増加） △7,384 △339,687

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,189 △5,961

その他の流動資産の増減額（△は増加） △415 △500

仕入債務の増減額（△は減少） 9,561 52,071

その他 △15,842 23,741

小計 856,551 533,600

利息及び配当金の受取額 390 2,354

法人税等の支払額 △368,334 △333,278

法人税等の還付額 100 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 488,708 202,676

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △450,000 △150,000

定期預金の払戻による収入 150,000 150,000

有形固定資産の取得による支出 △23,721 △27,138

無形固定資産の取得による支出 △16,468 △11,516

敷金の差入による支出 △18,294 -

投資有価証券の分配金による収入 6,900 16,898

投資有価証券の取得による支出 - △400,000

投資有価証券の売却による収入 - 312,870

投資活動によるキャッシュ・フロー △351,585 △108,886

財務活動によるキャッシュ・フロー

ストックオプションの行使による収入 - 58,178

自己株式の取得による支出 - △97,496

配当金の支払額 △301,691 △280,356

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,691 △319,674

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △164,568 △225,883

現金及び現金同等物の期首残高 2,558,844 1,967,948

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,394,275 1,742,064
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第３四半期累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月21日
定時株主総会

普通株式 164,394 53.00 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

平成26年４月28日
取締役会

普通株式 139,580 45.00 平成26年３月31日 平成26年６月２日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

当第３四半期累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月20日
定時株主総会

普通株式 141,934 47.00 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

平成27年４月28日
取締役会

普通株式 138,744 46.00 平成27年３月31日 平成27年６月１日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成26年７月29日開催の取締役会決議に基づき、前事業年度から引き続き当事業年度においても自己株

式（97,011千円、39,400株）を取得いたしましたが、平成27年４月28日開催の取締役会決議により、平成27年５月

13日に保有するすべての自己株式（289,911千円、121,321株）を消却いたしました。

また、平成23年12月17日開催の定時株主総会決議及び平成24年10月25日開催の取締役会決議に基づき発行したス

トック・オプションとしての新株予約権の権利行使により、前事業年度末と比べ資本金が31,777千円、資本準備金

が31,777千円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が612,844千円、資本準備金が352,307千円となって

おります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社の事業は、プロダクトを使用して人材アセスメントサービスを提供するという単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


